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議案第４５号 

 

五島市福祉医療費の支給に関する条例の一部改正について 

五島市福祉医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例案を次のとおり提出

する。 

令和７年６月１１日提出 

五島市長 出 口  太   

五島市福祉医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例 

五島市福祉医療費の支給に関する条例（平成１６年五島市条例第９０号）の一部

を次のように改正する。 

第２条第４項中「前２項、第６項及び第８項」を「前項」に改める。 

第４条第４号中「子ども」の次に「（小学校就学の始期から１８歳に達する日以後

の最初の３月３１日までの障害児、母子家庭の子及び父子家庭の子を除く。）」を加

える。 

第６条第２項中「小学校就学の始期に達する」を「１５歳に達する日以後の最初

の３月３１日」に改め、「未就学の」を削り、「乳幼児」の次に「又は子ども」を加

える。 

第８条第３項中「乳幼児」の次に「又は子ども（１５歳に達する日以後の最初の

３月３１日までの者に限る。）」を加える。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第２条第４項、第４条第 1 項、第６条第２項及び第８条第３項の規定

は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の診療に係る医療費から

適用し、同日前の診療に係る医療費については、なお従前の例による。 

 （準備行為） 

３ 施行日以後の診療に係る医療費の支給のために必要な行為は、同日前において

も行うことができる。 
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 （提案理由） 

 小学生及び中学生である子どもに係る福祉医療費を現物給付の方法により支給す

ることができるようにするため、所要の規定の整備を行う必要がある。これが、こ

の条例案を提出する理由である。 
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議案第４６号 

 

五島市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例の一部改正について 

五島市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例案を次のとおり提出する。 

令和７年６月１１日提出 

五島市長 出 口  太   

五島市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例 

五島市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める

条例（平成２６年五島市条例第３３号）の一部を次のように改正する。 

 第３７条第１項中「第４２条第３項第１号」を「第４２条第３項」に改める。 

 第４２条第１項中「第５項」を「第７項」に改め、同項第１号中「を行う」を

「（次項において「保育内容支援」という。）を実施する」に改め、同項第３号中

「第４項第１号」を「第６項第１号」に改め、同条中第９項を第１１項とし、第４

項から第８項までを２項ずつ繰り下げ、同条第３項各号列記以外の部分を次のよう

に改める。 

前項各号の代替保育連携協力者とは、第１項第２号に掲げる事項に係る連携協

力を行う者であって、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に

定めるものをいう。 

第４２条第３項第１号中「当該特定地域型保育事業者」を「特定地域型保育事業

者」に、「小規模保育事業Ａ型若しくは小規模保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業

を行う者（次号において「小規模保育事業Ａ型事業者等」という。）」を「小規模

保育事業Ａ型事業者等」に改め、同項を同条第５項とし、同条第２項中「全てを満

たすと認める」を「いずれかを満たす」に、「前項第２号」を「第１項第２号」に

改め、同項各号を次のように改める。 

 (1) 特定地域型保育事業者が代替保育連携協力者を適切に確保した場合には、

次のア及びイに掲げる要件を満たすと市長が認めること。 

ア 特定地域型保育事業者と代替保育連携協力者との間でそれぞれの役割の分
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担及び責任の所在が明確化されていること。 

イ 代替保育連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにするため

の措置が講じられていること。 

(2) 市長が特定地域型保育事業者による代替保育連携協力者の確保の促進のた

めに必要な措置を講じてもなお当該代替保育連携協力者の確保が著しく困難で

あること。 

第４２条第２項を同条第４項とし、同条第１項の次に次の２項を加える。 

２ 市長は、特定地域型保育事業者による保育内容支援の実施に係る連携施設の確

保が著しく困難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件の全てを満

たすと認めるときは、前項第１号の規定を適用しないこととすることができる。 

(1) 特定地域型保育事業者が保育内容支援連携協力者を適切に確保すること。 

(2) 次のア及びイに掲げる要件を満たすこと。 

ア 特定地域型保育事業者と保育内容支援連携協力者との間でそれぞれの役割

の分担及び責任の所在が明確化されていること。 

イ 保育内容支援連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにする

ための措置が講じられていること。 

３ 前項各号の保育内容支援連携協力者とは、小規模保育事業Ａ型若しくは小規模

保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者（第５項において「小規模保育事業

Ａ型事業者等」という。）であって、第１項第１号に掲げる事項に係る連携協力

を行うものをいう。 

 附則第５条中「１０年」を「１５年」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 （提案理由） 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設

等の運営に関する基準（平成２６年内閣府令第３９号）の一部改正に伴い、所要の

規定の整理を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第４７号 

 

五島市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改

正について 

五島市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正

する条例案を次のとおり提出する。 

令和７年６月１１日提出 

五島市長 出 口  太   

五島市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例 

五島市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年

五島市条例第３４号）の一部を次のように改正する。 

 第６条第１項第１号中「を行う」を「（次項において「保育内容支援」とい

う。）を実施する」に改め、同項第３号中「この号」の次に「及び第６項第１号」

を加え、同条中第５項を第７項とし、第４項を第６項とし、同条第３項各号列記以

外の部分を次のように改める。 

前項各号の代替保育連携協力者とは、第１項第２号に掲げる事項に係る連携協

力を行う者であって、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に

定めるものをいう。 

第６条第３項第１号中「当該家庭的保育事業者等」を「家庭的保育事業者等」に、

「第２７条に規定する小規模保育事業Ａ型若しくは小規模保育事業Ｂ型又は事業所

内保育事業を行う者（次号において「小規模保育事業Ａ型事業者等」という。）」

を「小規模保育事業Ａ型事業者等」に改め、同項を同条第５項とし、同条第２項中

「全てを満たすと認める」を「いずれかを満たす」に、「前項第２号」を「第１項

第２号」に改め、同項各号を次のように改める。 

(1) 家庭的保育事業者等が代替保育連携協力者を適切に確保した場合には、次

のア及びイに掲げる要件を満たすと市長が認めること。 

ア 家庭的保育事業者等と代替保育連携協力者との間でそれぞれの役割の分担

及び責任の所在が明確化されていること。 

イ 代替保育連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにするため
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の措置が講じられていること。 

(2) 市長が家庭的保育事業者等による代替保育連携協力者の確保の促進のため

に必要な措置を講じてもなお当該代替保育連携協力者の確保が著しく困難であ

ること。 

第６条第２項を同条第４項とし、同条第１項の次に次の２項を加える。 

２ 市長は、家庭的保育事業者等による保育内容支援の実施に係る連携施設の確保

が著しく困難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件の全てを満た

すと認めるときは、前項第１号の規定を適用しないこととすることができる。 

(1) 家庭的保育事業者等が保育内容支援連携協力者を適切に確保すること。 

(2) 次のア及びイに掲げる要件を満たすこと。 

ア 家庭的保育事業者等と保育内容支援連携協力者との間でそれぞれの役割の

分担及び責任の所在が明確化されていること。 

イ 保育内容支援連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにする

ための措置が講じられていること。 

３ 前項各号の保育内容支援連携協力者とは、第２７条に規定する小規模保育事業

Ａ型若しくは小規模保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者（第５項におい

て「小規模保育事業Ａ型事業者等」という。）であって、第１項第１号に掲げる

事項に係る連携協力を行うものをいう。 

第１６条第１項第２号中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加える。 

附則第３条中「１０年」を「１５年」に改める。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 （提案理由） 

家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令第６１

号）の一部改正に伴い、所要の規定の整理を行う必要がある。これが、この条例案

を提出する理由である。 
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議案第４８号 

 

五島市国民健康保険診療所条例の一部改正について 

五島市国民健康保険診療所条例の一部を改正する条例案を次のとおり提出する。 

令和７年６月１１日提出 

五島市長 出 口  太   

五島市国民健康保険診療所条例の一部を改正する条例 

五島市国民健康保険診療所条例（平成１６年五島市条例第１３４号）の一部を次

のように改正する。 

第１１条中「診療所に」を「国民健康保険久賀診療所及び国民健康保険玉之浦診

療所に」に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 国民健康保険奈留歯科診療所に事務長を置く。 

第１３条中「及び国民健康保険岐宿歯科診療所山内出張所」を「、国民健康保険

岐宿歯科診療所山内出張所及び国民健康保険奈留歯科診療所」に改める。 

別表第１に次のように加える。 

国民健康保険奈留

歯科診療所 

五島市奈留町浦

１７５０番地１ 

水 曜 日 及 び

木 曜 日 

午前９時３０分から正

午まで及び午後１時か

ら午後３時まで 

附 則 

 この条例は、令和７年７月１日から施行する。 

 

 

 （提案理由） 

 奈留地区に国民健康保険奈留歯科診療所を開設すること等に伴い、所要の規定の

整備を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第４９号 

 

財産の取得について 

 次のとおり財産を取得するものとする。 

令和７年６月１１日提出 

五島市長 出 口  太   

 

１ 取 得 財 産  事務用パソコン（３８０台） 

２ 契 約 の 方 法  指名競争入札による契約 

３ 取 得 金 額  ４３，６３９，２００円 

４ 契約の相手方  五島市籠淵町２１２６番地１ 

          有限会社 精光社 

          代表取締役 坂谷 翔太 

 

 

 （提案理由） 

 財産の取得については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項

第８号及び五島市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例

（平成１６年五島市条例第５０号）第３条の規定により議会の議決を経る必要があ

る。これが、この案を提出する理由である。 
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議案第５０号 

 

財産の取得について 

 次のとおり財産を取得するものとする。 

令和７年６月１１日提出 

五島市長 出 口  太   

 

１ 取 得 財 産  事務用パソコン（２００台） 

２ 契 約 の 方 法  指名競争入札による契約 

３ 取 得 金 額  ２４，０２４，０００円 

４ 契約の相手方  五島市木場町３１０番地１ 

          有限会社 円尾商店 

          代表取締役 出口 勢治 

 

 

 （提案理由） 

 財産の取得については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項

第８号及び五島市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例

（平成１６年五島市条例第５０号）第３条の規定により議会の議決を経る必要があ

る。これが、この案を提出する理由である。 
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議案第５１号 

 

財産の取得について 

 次のとおり財産を取得するものとする。 

令和７年６月１１日提出 

五島市長 出 口  太   

 

１ 取 得 財 産  事務用パソコン（１００台） 

２ 契 約 の 方 法  指名競争入札による契約 

３ 取 得 金 額  １７，３２４，１２０円 

４ 契約の相手方  五島市大荒町１８番地１ 

          株式会社 チューオー 

          代表取締役 田中 英昭 

 

 

 （提案理由） 

 財産の取得については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項

第８号及び五島市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例

（平成１６年五島市条例第５０号）第３条の規定により議会の議決を経る必要があ

る。これが、この案を提出する理由である。 
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議案第５２号 

 

財産の取得について 

 次のとおり財産を取得するものとする。 

令和７年６月１１日提出 

五島市長 出 口  太   

 

１ 取 得 財 産  Microsoft Office 2024 ライセンス 

２ 契 約 の 方 法  指名競争入札による契約 

３ 取 得 金 額  ６１，５２６，３００円 

４ 契約の相手方  五島市大荒町１８番地１ 

          株式会社 チューオー 

          代表取締役 田中 英昭 

 

 

 （提案理由） 

 財産の取得については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項

第８号及び五島市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例

（平成１６年五島市条例第５０号）第３条の規定により議会の議決を経る必要があ

る。これが、この案を提出する理由である。 
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議案第５３号 

 

財産の取得について 

 次のとおり財産を取得するものとする。 

令和７年６月１１日提出 

五島市長 出 口  太   

 

１ 取 得 財 産  高規格救急自動車 

２ 契 約 の 方 法  指名競争入札による契約 

３ 取 得 金 額  ３６，１６８，０００円 

４ 契約の相手方  福岡県福岡市中央区渡辺通四丁目８番２８号 

          福岡トヨタ自動車株式会社 

          代表取締役 金子 直幹 

 

 

 （提案理由） 

 財産の取得については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項

第８号及び五島市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例

（平成１６年五島市条例第５０号）第３条の規定により議会の議決を経る必要があ

る。これが、この案を提出する理由である。 
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議案第５４号 

 

工事請負契約の締結について 

 次のとおり工事請負契約を締結する。 

令和７年６月１１日提出 

五島市長 出 口  太   

 

１ 工 事 名  第１丸木住宅新築工事（建築） 

２ 工 事 場 所  五島市福江町１１９０番地１０ 

３ 契 約 の 方 法  一般競争入札による契約 

４ 工事請負金額  ２４８，８９３，７００円 

５ 工 事 請 負 人  五島市東浜町一丁目４番１６号 

          出口興業 株式会社 

          代表取締役 出口 敬介 

 

 

 （提案理由） 

 工事請負契約の締結については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６

条第１項第５号及び五島市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関

する条例（平成１６年五島市条例第５０号）第２条の規定により議会の議決を経る

必要がある。これが、この案を提出する理由である。 
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議案第５５号 

 

公有水面埋立てに関する意見について 

 公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号）第３条第１項の規定により次の公有

水面の埋立てに関して、支障がない旨の意見を述べるものとする。 

令和７年６月１１日提出 

五島市長 出 口  太   
 

位     置 
面  積 

（平方メートル） 
用  途 出 願 者 

五島市三井楽町貝津字山川

８８番１１の地先公有水面 
１６２３．３９ 漁港施設用地 五 島 市 

 

 

 （提案理由） 

 公有水面埋立法第３条第１項の規定により公有水面の埋立てに関して長崎県知事

から意見を求められたので、前記のとおり意見を述べたいが、同条第４項の規定に

より議会の議決を経る必要がある。これが、この案を提出する理由である。 
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〈議案第５５号参考〉
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〈議案第５５号参考〉
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〈議案第５５号参考〉
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〈議案第５５号参考〉
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〈議案第５５号参考〉
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〈議案第５５号参考〉
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〈議案第５５号参考〉
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〈議案第５５号参考〉
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〈議案第５５号参考〉
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〈議案第５５号参考〉
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〈議案第５５号参考〉
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〈議案第５５号参考〉
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〈議案第５５号参考〉
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〈議案第５５号参考〉
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〈議案第５５号参考〉
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〈議案第５５号参考〉



議案第５６号 

 

あらたに生じた土地の確認及び字の区域の変更について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規定により本市内に

あらたに生じた次の土地を確認し、同法第２６０条第１項の規定により字の区域を

次のとおり変更する。 

令和７年６月１１日提出 

五島市長 出 口  太   
 

位     置 面積（平方メートル） 編入する区域 

五島市富江町土取字椛嶋７９８の３地先 １０９．７２ 字椛嶋 

 

 

 （提案理由） 

 あらたに生じた土地の確認及び字の区域の変更については、地方自治法第９条の

５第１項及び第２６０条第１項の規定により議会の議決を経る必要がある。これが、

この案を提出する理由である。 
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〈議案第５６号参考〉



- 33 -

〈議案第５６号参考〉
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〈議案第５６号参考〉
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〈議案第５６号参考〉
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〈議案第５６号参考〉
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〈議案第５６号参考〉



- 38 -

〈議案第５６号参考〉
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〈議案第５６号参考〉



議案第５７号 

 

あらたに生じた土地の確認及び字の区域の変更について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規定により本市内に

あらたに生じた次の土地を確認し、同法第２６０条第１項の規定により字の区域を

次のとおり変更する。 

令和７年６月１１日提出 

五島市長 出 口  太   
 

位     置 面積（平方メートル） 編入する区域 

（１工区） 

五島市富江町山下字美江原３７２の５及

び３８９の３地先 

（２工区） 

五島市富江町山下字美江原３８９の３地

先 

（３工区） 

五島市富江町山下字美江原３８９の３地

先 

（４工区） 

五島市富江町山下字スキ山２０１の１８

地先 

（５工区） 

五島市富江町山下字スキ山２０１の１８

地先 

 

４３．７５ 

 

 

３８．１４ 

 

 

１５４．９２ 

 

 

３２．３９ 

 

 

３２．９８ 

 

字美江原 

 

 

 

 

 

 

 

 

字スキ山 

 

 （提案理由） 

 あらたに生じた土地の確認及び字の区域の変更については、地方自治法第９条の

５第１項及び第２６０条第１項の規定により議会の議決を経る必要がある。これが、

この案を提出する理由である。 
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〈議案第５７号参考〉
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〈議案第５７号参考〉
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〈議案第５７号参考〉
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〈議案第５７号参考〉
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〈議案第５７号参考〉
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〈議案第５７号参考〉
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〈議案第５７号参考〉
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〈議案第５７号参考〉
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〈議案第５７号参考〉
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〈議案第５７号参考〉



議案第５８号 

 

和解及び損害賠償の額の決定について 

 軽乗用自動車の破損事故について、次のとおり和解し、損害賠償の額を決定する。 

令和７年６月１１日提出 

五島市長 出 口  太   

 

１ 和解及び損害  五島市奈留町浦１５３番地５ 

  賠償の相手方  鎌田 智美 

２ 和 解 の 趣 旨 

  令和７年３月２４日、五島市奈留町浦１７５０番地２の奈留児童遊園において、

本市奈留支所の職員が、刈払機で除草作業をしていたところ、同園から道路を挟

んで南側に位置する奈留小学校プールの敷地に駐車していた軽乗用自動車（長崎

５８１こ５１７９）に刈払機で跳ねた石を接触させ、同車両のリアガラスを損傷

した事故について、市は、当該事故の責任を全て認め、当該事故により生じた損

害を全て賠償する。 

３ 損害賠償の額  軽乗用自動車修理費  ９９，０００円 

 

 

 （提案理由） 

 和解及び損害賠償の額の決定については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第９６条第１項第１２号及び第１３号の規定により議会の議決を経る必要がある。

これが、この案を提出する理由である。 

 

- 51 -



報告第８号 

 

   専決処分の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議会の

議決により指定された和解及び損害賠償の額の決定について別紙のとおり専決処分

したので、同条第２項の規定により報告する。 

  令和７年６月１１日提出 

 

五島市長 出 口  太   
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専 決 処 分 書 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議会の

議決により指定された事項について次のとおり専決処分する。 

令和７年５月２６日 

五島市長 出 口  太          

 

和解及び損害賠償の額の決定について 

交通事故について、次のとおり和解し、損害賠償の額を決定する。 

 

１ 和解及び損害  五島市武家屋敷三丁目４番１号 

  賠償の相手方  株式会社十八親和銀行福江中央支店 

          支店長 井手 俊二郎 

２ 和 解 の 趣 旨 

 令和７年３月３１日、市の普通乗用自動車（長崎３００の３９３０）を運転し

ていた本市スポーツ振興課の職員が、五島市武家屋敷三丁目の十八親和銀行福江

中央支店の駐車場において、十分な確認をせず後進したことにより、同駐車場に

駐車していた軽乗用自動車（長崎５８１そ３６８４）に接触し、同車両の右フロ

ントフェンダー等を損傷した交通事故について、市は、当該事故の責任を全て認

め、当該事故により生じた損害を全て賠償する。 

３ 損害賠償の額 軽乗用自動車修理費  ５３，４４９円 

         代 車 費 用   ９，９００円 

         合       計  ６３，３４９円 
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